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1 背景

○ 令和６年度診療報酬改定にて、「地域包括医療病棟」が新設された。
○ 地域包括医療病棟は、「急性期」と「回復期」双方の病床機能を有してい
るところ、令和６年７月10日付厚生労働省ＷＧにて、地域包括医療病棟
の病床機能の取扱いが示され、主に提供している機能の実態に照らして急性
期機能と回復期機能のいずれかを自主的に選択することとなった。

○ 地域包括医療病棟を回復期で報告する可能性が示されたことから、回復期
病床を対象としている県の補助事業（回復期病床等転換施設整備費補助
（回復期等転換補助）・病棟等転換準備経費支援事業費補助（転換準
備支援補助））について、主に回復期機能を提供する地域包括医療病棟
を補助対象にするかどうか、整理する必要がある。

【地域包括医療病棟の概要】背景



参考：病床機能報告上の取り扱い
（出典）令和6年7月10日
厚生労働省WG資料
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２ 現行の県補助事業（回復期等転換補助）の概要

事業の目的
○ 回復期病床等の不足する病床機能への転換を図る医療機関の施設整備に対して補助することにより、回復期
病床等の増床を図る。

事業の概要

概要

【回復期機能への転換】
・急性期病床等から回復期リハビリテーション等への転換に対する補助（新たな施設設備含む）
【慢性期機能への転換】
・急性期病床等から慢性期機能（療養病床等）への転換に対する補助（新たな施設設備含む）

補助対象経費

【回復期機能への転換】
・回復期リハビリテーション病棟入院料等を算定する病床開設のために必要な新築・増改築及び改修に
要する工事費又は工事請負費。
・補助率：3/4
【慢性期機能への転換】
・緩和ケア病棟入院基本料等を算定する病床開設のために必要な新築・増改築及び改修に要する工
事費又は工事請負費。
・補助率：3/4
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２ 現行の県補助事業（転換準備支援補助）の概要

事業の目的
○ 「神奈川県地域医療構想」の更なる推進に向けて、将来において不足する病床機能を担う病棟又は病室の整
備に当たり、必要な経費の一部を補助することで、本県における病床機能の分化・連携を促進する。

事業の概要

概要
・急性期病床等から回復期病床への転換に対する補助
・回復期病床の新設に対する補助

補助対象経費

回復期病床への転換に伴い発生する準備経費（転換前6カ月に発生する経費に限る）
・看護職員の訓練期間中の人件費
・職員募集、普及啓発に係る経費
・補助率3/4



３ 現行の基金要綱（別表２ 回復期病床等施設整備費補助）

事業区分 基準額 補助対象経費 補助率

10－(1)
回復期病床等
転換施設整備
費補助

新築・増改築
１床当たり 5,677千円

改修（増床）
１床当たり 3,965千円

改修（転換）
１床当たり 5,677千円

「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告示第62号）に定める以下のいずれ
かの施設基準等を満たす施設を整備するために必要な新築・増改築及び改修に要する工事
費又は工事請負費
１ 回復期病床の整備
ア 回復期リハビリテーション病棟入院料
イ 地域包括ケア病棟入院料（又は入院医療管理料）
２ 慢性期病床の整備
（ただし、第７次神奈川県保健医療計画で設定する横浜二次保健医療圏、川崎北部二次
保健医療圏、川崎南部二次保健医療圏又は県央二次保健医療圏において整備を行う場
合に限る。）
ア 療養病棟入院料（又は特別入院基本料）
イ 有床診療所療養病床入院基本料
ウ 緩和ケア病棟入院基本料
エ 特殊疾患病棟入院料（又は入院医療管理料）
オ 障害者施設等入院基本料

ただし、次に掲げる費用を除く。
(1) 土地の取得又は整地に要する費用
(2) 外構工事及び造園工事に要する費用
(3) 設計業務、監理業務に要する費用
(4) 既存建物の買収に要する費用
(5) 新築工事の場合の既存建物の解体工事に要する費用
(6) 病棟を維持するための維持修繕に要する費用
(7) その他整備費として適当と認められない費用
（注）
上記に掲げる事項の詳細については、別添８に定めるものとする。

４分の３

8



３ 現行の基金要綱（別表２ 病棟等転換準備経費支援事業費補助）

事業区分 基準額 補助対象経費 補助率
10-(3) 病棟等
転換準備経費
支援事業

567千円×補助対象病床数 「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告示第62号）に定め
る施設基準等を満たす回復期リハビリテーション病棟（病室）又は地域包括
ケア病棟（病室）の整備に伴い発生する以下の準備経費。
（開設前６カ月に発生する経費に限る）
・ 看護職員（看護師、准看護師、看護助手）の訓練期間中の人件費
・ 職員の募集に係る経費（人件費除く）
・ 普及啓発に係る経費（人件費除く）

４分の３
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４ 現状と対応方針

＜現状＞
○ 現行の基金要綱では、回復期転換補助・転換準備支援補助ともに、地域包括医療病棟が
記載されていないため、急性期病棟から主に回復期機能を提供する地域包括医療病棟に転
換する場合でも補助対象にできない。

＜対応方針＞
○ 要綱改正により、主に回復期機能を提供する地域包括医療病棟を今年度以降の補助対
象にできるよう位置付けることとする。

※主に急性期機能を提供する地域包括医療病棟に転換する場合は補助対象外。
※転換後の機能については、毎年度の病床機能報告で確認する。
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５ 基金要綱改正案（別表２）

新 旧

別表２
10-(1)回復期病床等転換施設整備費補助
「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告
示第62号）に定める以下のいずれかの施設基準等を満た
す施設を整備するために必要な新築・増改築及び改修に
要する工事費又は工事請負費
１ 回復期病床の整備
ア 回復期リハビリテーション病棟入院料
イ 地域包括ケア病棟入院料又は入院医療管理料（主に
回復期機能を提供する病棟又は病室に限る。）
ウ 地域包括医療病棟入院料（主に回復期機能を提供
する病棟に限る。）

10-(3) 病棟等転換準備経費支援事業
「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告
示第62号）に定める施設基準等を満たす回復期リハビリ
テーション病棟（病室）、地域包括ケア病棟（病室）
（主に回復期機能を提供する病棟又は病室に限る。）、
地域包括医療病棟（主に回復期機能を提供する病棟に
限る。）の整備に伴い発生する以下の準備経費。

別表２
10－(1)回復期病床等転換施設整備費補助
「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告
示第62号）に定める以下のいずれかの施設基準等を満た
す施設を整備するために必要な新築・増改築及び改修に
要する工事費又は工事請負費

１ 回復期病床の整備
ア 回復期リハビリテーション病棟入院料
イ 地域包括ケア病棟入院料（又は入院医療管理料）

10-(3) 病棟等転換準備経費支援事業
「基本診療料の施設基準等」（平成20年厚生労働省告
示第62号）に定める施設基準等を満たす回復期リハビリ
テーション病棟（病室）又は地域包括ケア病棟（病室）
の整備に伴い発生する以下の準備経費。
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５ 基金要綱改正案（別添８）

新 旧

別添８
２ 定義
(1) 「回復期病床等転換施設整備費補助」事業における回
復期病床及び慢性期病床とは、次に示す診療報酬の施設
基準のいずれかを満たし、診療報酬上で算定している病床
とする。
ア 回復期病床
①回復期リハビリテーション病棟入院料
② 地域包括ケア病棟入院料又は入院医療管理料（主
に回復期機能を提供する病棟又は病室に限る）

③ 地域包括医療病棟入院料（主に回復期機能を提供
する病棟に限る。）

別添８
２ 定義
(1) 「回復期病床等転換施設整備費補助」事業における回
復期病床及び慢性期病床とは、次に示す診療報酬の施設
基準のいずれかを満たし、診療報酬上で算定している病床
とする。
ア 回復期病床
①回復期リハビリテーション病棟入院料
②地域包括ケア病棟入院料（又は入院医療管理料）
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６ 今後の想定スケジュール等

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

医
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会
議

調
整
会
議

第
１
回

第
２
回

第
３
回

第２回 第３回

第
２
回

第
１
回

報告：回復期病棟転換補助及び病棟転換準備経費補助に係る
地域包括医療病棟の取り扱いについて

第１回

10月上旬 要綱改正＆募集開始

○ 令和６年10月３日付けで要綱を改正し、募集を開始している。
○ 補助の対象経費は、交付決定を行った以降の経費に限る。また、予算に上限があることから、
予算の範囲内で補助を行う。



過去に県の補助を受けて急性期から回復期に転換
した病棟を地域包括医療病棟に再転換する場合、
補助金返還を要するかどうか



７ 背景

○ 令和６年７月10日付厚生労働省ＷＧにて、地域包括医療病棟の病床機能の取扱いにつ
いて示され、主に提供している機能の実態に照らして急性期機能と回復期機能のいずれかを自
主的に選択することとなった。

○ 過去に県の回復期転換補助を受け、急性期病床から回復期病床に転換した病床を、地域
包括医療病棟に転換する場合に、補助金返還を要するかどうかについて、検討する必要がある。
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転換前＝急性期

県の回復期転換補助
を受けて転換

転換後＝回復期（＊）

＊地ケア病棟、回リハ病棟等

地域包括医療病棟に
再転換



８ 対応方針

○ 回復期転換補助は、回復期病床等の不足する病床機能への転換を図る医療機関の施設
整備に対して補助することにより、回復期病床等の増床を図ることを目的とする。
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①回復期として報告する場合 ②急性期として報告する場合

○ 当該地域包括医療病棟は、主に回復期機能を
提供していることから、回復期病床への転換を促す
という補助目的に資するため、補助金返還は要し
ない。

○ 当該地域包括医療病棟は、主に急性期機能
を提供していることから、回復期病床への転換を促
すという補助目的にそぐわないため、補助金返還を
求める。

※病床機能報告で確認する。


